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1. 平成 19 年９月中間期の連結業績（平成 19 年４月１日～平成 19 年９月 30 日） 

(1) 連結経営成績 (％表示は対前年中間期増減率) 
 売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
19 年９月中間期 5,507 (8.0) 292 (△9.1) 256 (△9.9) 136 (△10.4) 
18 年９月中間期 5,098 (6.0) 321 (63.8) 284 (87.2) 152 (△55.6) 
19 年３月期 11,131 ― 925 ― 855 ― 483 ― 

 

 １株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後 
 １株当たり中間

 (当期)純利益 
 円 銭 円 銭

19 年９月中間期 9 78 ― ― 
18 年９月中間期 10 91 ― ― 
19 年３月期 34 64 ― ―  

(参考) 持分法投資損益 19 年９月中間期 －百万円 18 年９月中間期 －百万円 19 年３月期 －百万円

 
(2) 連結財政状態  

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円 銭
19 年９月中間期 10,979 4,693 42.8 336 50 
18 年９月中間期 9,940 4,355 43.8 312 22 
19 年３月期 12,279 4,684 38.2 335 85  

(参考) 自己資本 19 年９月中間期 4,693 百万円 18 年９月中間期 4,355 百万円 19 年３月期 4,684 百万円

 
(3) 連結キャッシュ・フローの状況  

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
 キャッシュ・フロー

財務活動による 
 キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
    期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円
19 年９月中間期 625 △898 △627 1,888 
18 年９月中間期 381 △194 △535 1,352 
19 年３月期 1,037 △517 568 2,790 

 
2. 配当の状況 

 １株当たり配当金 

(基準日) 第１ 
 四半期末 中間期末 第３ 

 四半期末
期末 年間 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭
19 年３月 ― ― ― ― ― ― 9 00 9 00
20 年３月期(実績) ― ― ― ― ― ― ― ―

20 年３月期(予想) ― ― ― ― ― ― 9 00 9 00
 
3. 平成 20 年３月期の連結業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 

(％表示は、対前期増減率)  
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 

当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 11,452 (2.9) 906 (△2.1) 828 (△3.2) 453 (△6.1) 32 51 
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4. その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 

(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更         無 
〔(注)詳細は、17 ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。〕 

 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

 ① 期末発行済株式数
(自己株式を含む) 

19 年９月 
中間期 13,950,000 株

18 年９月

中間期 13,950,000 株 19 年３月期 13,950,000 株

 ② 期末自己株式数 19 年９月 
中間期 800 株

18 年９月

中間期 800 株 19 年３月期 800 株

(注) １株当たり中間(当期)純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、21 ページ「１株

当たり情報」をご覧ください。 
 
(参考) 個別業績の概要 
 
1. 平成 19 年９月中間期の個別業績（平成 19 年４月１日～平成 19 年９月 30 日） 
 

(1) 個別経営成績 (％表示は対前年中間期増減率) 
 売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
19 年９月中間期 5,309 (8.6) 325 (8.6) 289 (10.3) 159 (10.3) 
18 年９月中間期 4,889 (6.5) 300 (36.5) 262 (49.4) 144 (△59.7) 
 19 年 ３月期 10,703 ― 899 ― 829 ― 470 ― 
 

 １株当たり中間 
(当期)純利益 

 円 銭 
19 年９月中間期 11 46 
18 年９月中間期 10 39 
 19 年 ３月期 33 74 

 
(2) 個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円 銭
19 年９月中間期 10,671 4,562 42.8 327 08 
18 年９月中間期 9,653 4,205 43.6 301 50 

19 年 ３月期 11,962 4,529 37.9 324 74   
(参考) 自己資本 19 年９月中間期 4,562 百万円 18 年９月中間期 4,205 百万円 19 年３月期 4,529 百万円

 
2. 平成 20 年３月期の個別業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 
  (％表示は対前期増減率)

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
通 期 11,050 (3.2) 880 (△2.2) 801 (△3.4) 437 (△7.1) 31 33 

 
 ＊ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
  
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および 
合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる 
可能性があります。 
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１ 経営成績 
 

(1）経営成績に関する分析 
当中間期におけるわが国経済は、企業収益の改善にともない設備投資が大幅に増加したほか、

雇用環境が好転するなど今後も堅調に推移するものと見込まれます。一方、航空業界におきまし

ては、旅客需要は堅調に推移しているものの、原油価格のさらなる高騰が経営に大きく影響を与

えるなど、依然として厳しい経営環境が続きました。  
このような状況の中、当社グループの売上高は 55 億７百万円で、前年同期に比べ４億９百万

円(8.0%)の増収となりました。売上原価と販売費および一般管理費の費用合計は 52 億 14 百万

円で、４億 38 百万円(9.2%)の増加となりました。これにともない営業利益は２億 92 百万円で

29 百万円の減益、経常利益は２億 56 百万円で 28 百万円の減益となりました。 
中間純利益は、１億 36 百万円となり前年同期に比べ 15 百万円の減益となりました。 
 
当期における各セグメントの業績は次のとおりです。 

（セグメント別業績） 
（単位：百万円）  

 売上高 営業利益 
 当中間期 前中間期 対前期比(%) 当中間期 前中間期 対前期比(%)
動力事業 2,792 2,518 110.9 ※ 382 ※ 361 105.8
整備事業 2,195 2,125 103.3 ※ 228 ※ 260 87.6
付帯事業 519 453 114.5 ※ 28 ※ 39 71.2
小計 5,507 5,098 108.0 639 661 96.6

全社費用 - - - 346 340 102.0
連結合計 5,507 5,098 108.0 292 321 90.9
※全社に係わる販売費および一般管理費控除前の金額 
 
・動力事業 

2007 年 7 月に、成田空港貨物地区（７スポット）および羽田空港東側整備地区（４スポ

ット）に対し動力供給設備の増強を行いました。また、原油価格のさらなる高騰や顧客の環

境意識の高まりにより、羽田空港・成田空港・関西空港を中心に国内航空会社への動力販売

が好調で、売上高は前年同期に比べ２億 73 百万円(10.9％)増収の 27 億 92 百万円となりま

した。 
営業利益は、原材料費の増および減価償却制度の変更に伴う減価償却費の増等があったも

のの、前年同期に比べ 21 百万円(5.8%)増益の３億 82 百万円となりました。 
 
・整備事業 

成田空港および羽田空港での特殊設備の改修・更新工事の受託等により、売上高は前年同

期に比べ 69 百万円(3.3％)増収の 21 億 95 百万円となりました。 
営業利益は、人員の拡充等により費用が増加し、前年同期に比べ 32 百万円(12.4%)減益の

２億 28 百万円となりました。 
 
・付帯事業 

フードカートの販売減がありましたが、中部空港向け航空機用電源装置や航空会社向け航

空機用冷暖房車等の販売が増えたことに加え、成田空港でのハイジャック防止装置の受託業

務拡大があり、売上高は前年同期に比べ 65 百万円(14.5％)増収の５億 19 百万円となりまし

た。 
営業利益は、販売材料費・販売外注費の増により前年同期に比べ 11 百万円(28.8%)減益の

28 百万円となりました。 
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〈当中間期業績と期初予想との比較〉 
個別業績につきましては、売上高は原油価格のさらなる高騰や顧客の環境意識の高まりを

背景に動力事業が好調に推移したことにより予想を上回りました。営業費用は、動力事業の

増収による原材料費の増があったものの、整備事業での設備の改修・更新工事にかかわる販

売外注費の減、および旅費交通費・社外役務費の削減等もあり、ほぼ予想どおりとなりまし

た。この結果当中間期の業績は、平成 19 年 10 月 25 日付で修正したとおりとなりました。  
 なお、連結業績については個別業績と同様の傾向ではありますが、ほぼ期初予想どおりと

なりました。  
 

〈通期業績見通し〉 
付帯事業のフードカート販売については、顧客の導入計画先送りや買い控えもあり、厳し

い環境が続くと予想されます。一方、動力事業は引き続き好調に推移することが見込まれ、

整備事業についてもほぼ期初予想どおりを見込んでおります。  
  この結果、通期業績につきましては、個別・連結ともに平成 19 年５月８日付 当社「平成

19 年３月期決算短信」にて発表いたしました業績予想の達成を見込んでおります。  
 
(2) 財政状態に関する分析 

キャッシュ・フローの状況 
当中間連結会計期間末における現金および現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年

度末に比べ９億１百万円減少し、18 億 88 百万円となりました。 
 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。 
 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
営業活動の結果得られた資金は６億 25 百万円(前中間連結会計期間比 64.0％増)となりました。 

 収入の主な内訳は、税金等調整前中間純利益２億 53 百万円に加え、売上債権の減少額４億 50 百

万円、減価償却費４億５百万円であり、支出の主な内訳は、仕入債務の減少額４億 44 百万円及び法

人税等の支払額１億 49 百万円であります。 
 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 
投資活動の結果使用した資金は８億 98 百万円(前中間連結会計期間比 361.3％増)となりました。 

 これは、主に羽田空港第２旅客ターミナル南ピア・東側整備地区、成田空港貨物地区の有形固定資

産の取得による支出８億 79 百万円によるものであります。 
 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
財務活動の結果使用した資金は６億 27 百万円(前中間連結会計期間比 17.2％増)となりました。 

 これは、長期借入金の返済による支出５億２百万円、配当金の支払い１億 25 百万円によるもので

あります。 
 
(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
第 39 期 
平成 16 年 
３月期 

第 40 期 
平成 17 年
３月期 

第 41 期 
平成 18 年
３月期 

第 42 期 
平成 19 年
３月期 

第 42 期 
平成 18 年９月 

中間期 

第 43 期 
平成 19 年９月

中間期 
自己資本比率（％） 36.0 34.4 40.7 38.2 43.8 42.8
時価ベースの自己資本比率 
（％） 40.7 39.5 53.7 40.2 48.4 45.9
キャッシュ・フロー対 
有利子負債比率 3.4 3.7 2.0 3.9 7.7 5.6
インタレスト・カバレッ
ジ・レシオ（％） 754.9 910.9 1,580.1 1,268.7 864.4 1,360.6

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
２．株式時価総額は、期末株式終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 
３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用
しております。有利子負債は,連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債
を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用
しております。  

―4― 



 ㈱エージーピー(9377)  平成 20 年３月期中間決算短信 

 
(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

当社は安定成長体質の維持・強化に努め、株主への安定的な利益還元を最も重要な課題の一 
つとして認識いたしております。将来の事業展開に備えるため、内部留保を図りつつ、業績や 
財務状況、配当性向等を総合的に判断して配当を行う方針といたしております。当期配当につ 
きましては、９円を予定いたしております。 
 

(4）事業等のリスク 
当社グループの経営成績，株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、 
以下のようなものがあります。  

（業績の変動要因について）  
 
①動力事業  
 ａ．航空会社の運航計画等による影響  
   動力事業の売上は、各空港の設備計画・発着便数・航空機機材計画および地上動力に対 

する利用度により影響を受けております。  
 ｂ．初期投資の負担による影響  
   当事業は初期投資が大きく、減価償却費等の固定費が原価の大部分を占めております。 

当社の投資効果の試算どおりに各空港の就航便数が伸びず、見込みどおりの利用状況が 
発生しない場合には、減価償却費・賃借料等が負担となり、業績に影響を及ぼす可能性が

あります。  
 ｃ．地上動力供給の普及  
   駐機中の航空機が必要な電力・冷暖房気および圧搾空気を得る方法としては、当社グル 

ープの提供するＧＰＵ（地上動力供給設備）から供給する方法のほか、航空機に搭載され 
たＡＰＵ（補助動力装置）と呼ばれる装置により自身で賄う方法があります。当社グルー 
プでは、地上動力の価格競争力を訴えるとともに、CO2 排出抑制や騒音等の低減に寄与す 
ることに対する認知度を高め、各航空会社の利用率を高める方針であります。  

   特に、潜在需要が多く残されている外国航空会社に重点を置き、より一層の販売促進を 
図ってまいりますが、当社グループのサービスに対する顧客の理解が浸透せず、利用率が 
上がらない場合には、計画どおりに収益拡大を図ることができない可能性があります。  

 ｄ．新型航空機の就航の影響  
   新型航空機（Ａ３８０，Ｂ７８７）の就航にともなう地上動力供給設備の負荷増大への 

対応を図っておりますが、予想を超える状況変化等があった場合、新たな設備投資等が必 
要となる可能性があります。  

 
②整備事業  

空港施設の整備拡充計画が当初計画どおりに進行しない場合や、各航空会社の設備投資が 
抑制される局面においては、業績に影響を及ぼす可能性があります。  

 
③付帯事業  
  付帯事業のうち、フードカート事業は市場の低迷や他社との競争が激化した場合には、計 

画どおりに収益が上がらない可能性があります。  
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２ 企業集団の状況 (平成 19 年 9 月 30 日現在) 
 
 当社の企業集団は、当社、親会社であります株式会社日本航空、その他の関係会社であります全

日本空輸株式会社ならびに連結子会社６社で構成され、駐機中の航空機へ電力、冷暖房気等を提供

する動力事業および建物・諸設備の保守管理業務、空港内外の主として空港関連特殊設備の整備を

行う整備事業を主な事業内容とし、更に自社で開発した航空機用関連設備、車両、製品等（航空機

用冷暖房車、各種フードカート、ブレーキクーリングカート等）の製作販売や技術者の派遣等を総

括した付帯事業を行っております。付帯事業の中でも近年は、機内食システムを転用したフードカ

ート事業の拡大を目指しております。 
 当社グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであ

ります。  
 

事 業 内     容 会  社  名 

動力事業 国内 10 空港(新千歳・成田・羽田・伊丹・神戸・関西・

広島・福岡・鹿児島・那覇)において、航空機が必要と

する電力、冷暖房気および圧搾空気を固定式設備および

移動式設備により供給等を行っております。 
建物・諸設備（電気設備、空調設備等）の保守管理と、

主として空港関連の特殊設備の整備業務で構成されてお

り、具体的には以下のとおりであります。 

建物・諸設備 

航空機格納庫、機内食工場、貨物ター

ミナル、冷熱源供給設備、特高変電

所、ホテル(建物内外施設の清掃・管

理・客室整備)他 

整備事業 

空港関連の 
特 殊 設 備 

旅客搭乗橋、手荷物搬送設備、航空貨

物等自動倉庫システム他 
付帯事業 上記２事業以外の業務を総括しておりますが、大別する

と以下のとおりです。 
① フードカート事業 
機内食システムを病院、福祉施設、学校、ホテル等の

給食システムに転用した、保冷・加熱カート、保冷カ

ート、保温カート等を製作販売しております。 
 
② ＧＳＥ（Ground Support Equipment）事業 
航空業界のニーズに応じて航空機用冷暖房車、高所作

業車等の特殊車両およびブレーキクーリングカート等

を製作販売しております。 
 
③ その他 
ハイジャック防止装置の整備、航空機部品管理(伊丹・

関西・那覇)、空港内電気自動車の充電設備の賃貸(関
西)、航空機除雪支援作業(新千歳)、設備の保守管理や

国内外の空港特殊設備に関する技術支援業務等であり

ます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（株）エージーピー 
 那覇総合ビルサービス（株）

（株）エージーピー開発 
（株）エージーピー関西 
（株）エージーピー北海道 
（株）エージーピー九州 
（株）エージーピー中部 
 

 

（注）１．当社の親会社であります株式会社日本航空は、平成 19 年 11 月５日付けで保有する当社株式

の一部を三菱商事株式会社に譲渡したため、株式会社日本航空は当社の親会社ではなくなり、

同社および三菱商事株式会社はその他の関係会社に該当することとなりました。 
 
   ２．上記事業のうち動力事業については、国土交通大臣が発した省令「空港管理規則」等の規制

を受けております。また、整備事業および付帯事業についても各空港事務所長等の承認を得な

ければならない場合があります。 
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事業の系統図は、次のとおりであります。 

 
 
 
 

子 
 
 
 
 
 

会 
 
 
 
 
 

社 
 
 
 
 
 

（
注
１
・
２
） 

当 
 
 
 
 
 
 

社 

動 

力 

事 

業 

整 

備 

事 
業 

付 

帯 

事 

業 

動力供給 

保守・整備

製作販売等

ホテル施設設備の保守管理、航空機部品管理等

得 
 
 
 

意 
 
 
 

先 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注１）子会社は、那覇総合ビルサービス（株）、（株）エージーピー開発、 

（株）エージーピー関西、（株）エージーピー北海道、 
（株）エージーピー九州、（株）エージーピー中部であります。 
 

（注２）子会社はすべて連結子会社であります。 
 
 
 
動力事業：当社および当社と委託契約を締結した子会社にて行っております。 
整備事業：得意先より受託した施設・設備の保守・整備業務は、当社および当社と委託契約を

締結した子会社にて行っております。 
付帯事業：付帯事業の製品は当社が開発し、製作を外部に委託するものの、販売は当社が      

行っております。 
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３ 経営方針 
 
 (1）会社の経営の基本方針 

当社グループは「社会から信頼を受ける会社を目指し、社会の繁栄と地球環境の浄化保全に貢

献する」をグループのビジョンといたしております。  
 当社は動力事業を国内 10 空港に展開し、航空機に搭載されたＡＰＵ(Auxiliary Power Unit:
補助動力装置)の大幅な運転時間の短縮により、空港における CO2 排出の抑制と騒音の低減を図

り、空港環境の改善に大きく寄与し、地球環境の浄化保全に貢献してまいりました。  
  また、動力事業の拡大とともに空港内施設・設備のメンテナンスを 24 時間体制で行う整備事

業も展開し、空港機能の円滑な運用を支えてきたと自負いたしております。今後とも積極的に動

力・整備事業の拡大を図り、空港環境の向上および航空産業の発展の一翼を担ってまいります。  
 さらに、付帯事業の軸となるフードカート事業をとおして病院・福祉施設・学校等の給食シス

テムの改善を図り、介護・福祉分野においても更なる貢献をいたす所存であります。  
 今後も常に安全・品質および技術の維持向上に努め、お客様からの信頼を高め継続的な発展を

目指します。  
 

(2) 目標とする経営指標 
当社グループは目標とする経営指標として株主資本の投資効率を示すＲＯＥ（自己資本当期純

利益率）を重視し、連結ベースでのＲＯＥは 10％以上を目標として、経営に努めて参ります。 
 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 
当社グループは中期計画（2007 年度～2009 年度）において既存事業の基盤整備による着実な

収入の拡大と、コスト競争に打ち克つ企業体質への変革を行い、動力・整備事業に続く付帯事業

の軸としてフードカート事業を育成し、より安定した事業体制の確立を目指します。  
 動力事業につきましては国土交通省が推進するエコエアポート構想に沿って当社設備の普及促

進に努めるとともに、将来の需要増や信頼される品質提供のために新規・更新等の設備投資や低

コスト機材の開発も積極的に行い、事業基盤をより一層強固なものにしていきます。  
 整備事業につきましては、空港整備拡充計画に沿った新規業務の受託を図るとともに、既存業

務を徹底的に見直し、競争力を強化するための効率化を進めることで、受託業務の堅持とともに

更なる攻めへの転換を行います。  
 付帯事業につきましては、フードカート事業に重点的に取り組み、販売体制の強化と新商品の

開発に努め、第３の柱としての確立を目指します。  
 

(4) 会社の対処すべき課題 
今後の航空業界は、長引く原油価格の高止まりが経営をさらに圧迫することも懸念され、また

空港運営会社においても、民営化や東アジアの空港との競争等により、より効率的な運用が求め

られるなど、当社グループにとってはまだまだ厳しい環境が続くと思われます。  
 このような状況の中、当社はグループ資源を結集し、技術力や収益力、コスト競争力の強化を

図り、業績の向上に一層努めてまいります。  
 動力事業につきましては、2010 年 3 月の成田空港平行滑走路 2,500ｍ化や 2010 年 10 月の羽

田空港第４滑走路の供用開始による需要増を見据え、生産設備の増強を図ります。具体的には、

成田空港においては空港の整備・拡充にあわせて動力供給設備の増強を推進します。また、羽田

空港において新国際線ターミナル地区への動力供給設備の増強・設置や、準幹線空港への事業展

開にも取り組み、国土交通省の提唱するエコエアポート構想とも歩調を合わせ事業の拡大を図り

ます。さらに、新型航空機（Ａ３８０，Ｂ７８７）への設備対応も進めてまいります。  
 整備事業につきましては、今後の空港整備拡充計画にあわせて新たに発生する需要に対して、

特殊設備保守管理業務のノウハウと 24 時間体制の強みを生かした積極的な提案型営業を展開し、

受託業務の拡大を目指します。さらに、当社グループが得意とする物流設備の保守管理業務分野

で、メーカーとの連携をさらに強化し空港内で培った技術をフルに活用して、空港内外施設の管

理業務の受託拡大を目指します。  
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付帯事業につきましては、フードカート事業において組織を改定し販売体制を強化するととも

に、協力会社との販売提携による販路拡大や、商品の改良および新商品の開発に加えて、アフタ

ーサービスのサポート体制を充実し、事業基盤をより一層強化してまいりました。しかしながら、

最近の市場の低迷に対応するため、需要に応じたフレキシブルな事業体制への移行を検討してま

いります。また、手荷物搬送設備等の空港内特殊設備にかかわる技術支援業務の受託に向けた営

業を推進します。  
  
営業費用につきましては経費節減の継続はもとより、コスト競争力強化のため新たな生産体制

の構築を図ってまいります。  
 さらに、将来を見据えた人材の育成と技術の伝承に努めるとともに、「品質」ISO9001・
「環境」ISO14001 のより一層の運用改善や、安全面についても労働安全衛生マネージメントシ

ステムの定着化を推進いたします。  
 当社グループはこれからも品質と技術の向上に力を注ぐとともに、事業の推進をとおして空港

における CO2 排出抑制および騒音の低減を図り、空港環境の向上と地球環境の浄化保全ならび

に介護・福祉分野に貢献しながら社業の発展に邁進してまいります。  
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４ 中間連結財務諸表 
 
(1) 中間連結貸借対照表 

 

 前中間連結会計期間末 
(平成 18 年９月 30 日) 

当中間連結会計期間末 
(平成 19 年９月 30 日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成 19 年３月 31 日) 

区分 金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比
(％)

(資産の部)     
Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金  724,584 735,828  737,517 
 ２ 受取手形及び 
   営業未収入金  1,437,722 1,489,547  1,940,381 

 ３ たな卸資産  409,152 519,437  476,594 

 ４ 短期貸付金  628,037 1,153,167  2,052,484 

 ５ その他  268,236 297,681  278,078 

   貸倒引当金  △209 △184  △231 

   流動資産合計  3,467,523 34.9 4,195,476 38.2  5,484,825 44.7

Ⅱ 固定資産     
 １ 有形固定資産     
  (1) 建物及び構築物  3,191,516 3,324,059  3,410,995 
  (2) 機械装置 
    及び運搬具  1,663,863 1,817,035  1,797,446 

  (3) その他  369,197 324,978  312,563 

   有形固定資産合計  5,224,577 52.6 5,466,073 49.8  5,521,005 45.0

 ２ 無形固定資産  45,160 0.4 73,632 0.7  63,912 0.5

 ３ 投資その他の資産     
  (1) 繰延税金資産  399,718 402,636  409,503 

  (2) 敷金・保証金  441,056 411,648  407,115 

  (3) その他  370,185 437,903  400,497 

   貸倒引当金  △7,500 △7,500  △7,500 
   投資その他の資産 
   合計  1,203,460 12.1 1,244,688 11.3  1,209,616 9.8

   固定資産合計  6,473,197 65.1 6,784,393 61.8  6,794,534 55.3

   資産合計  9,940,721 100.0 10,979,870 100.0  12,279,360 100.0
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 前中間連結会計期間末 

(平成 18 年９月 30 日) 
当中間連結会計期間末 
(平成 19 年９月 30 日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成 19 年３月 31 日) 

区分 金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比
(％)

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

 １ 営業未払金  516,533 493,992  938,702 
 ２ １年以内返済 
   長期借入金  792,964 962,708  999,785 

 ３ 未払費用  527,170 587,436  546,848 

 ４ その他  314,194 374,553  756,076 

   流動負債合計  2,150,863 21.6 2,418,690 22.0  3,241,413 26.4

Ⅱ 固定負債     

 １ 長期借入金  2,068,395 2,500,087  2,965,197 

 ２ 退職給付引当金  1,270,055 1,323,483  1,317,831 

 ３ その他  96,193 43,657  70,097 

   固定負債合計  3,434,644 34.6 3,867,228 35.2  4,353,127 35.4

   負債合計  5,585,508 56.2 6,285,919 57.2  7,594,540 61.8

(純資産の部)     

Ⅰ 株主資本     

 １ 資本金  2,038,750 20.5 2,038,750 18.6  2,038,750 16.6

 ２ 資本剰余金  114,700 1.2 114,700 1.0  114,700 1.0

 ３ 利益剰余金  2,177,356 21.9 2,519,205 23.0  2,508,388 20.4

 ４ 自己株式  △273 △0.0 △273 △0.0  △273 △0.0

   株主資本合計  4,330,532 43.6 4,672,382 42.6  4,661,565 38.0

Ⅱ 評価・換算差額等     
   その他有価証券 
   評価差額金  24,679 0.2 21,568 0.2  23,254 0.2
   評価・換算差額等 
   合計  24,679 0.2 21,568 0.2  23,254 0.2

Ⅲ 少数株主持分  ― ― ― ―  ― ―

   純資産合計  4,355,212 43.8 4,693,950 42.8  4,684,819 38.2

   負債純資産合計  9,940,721 100.0 10,979,870 100.0  12,279,360 100.0
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(2) 中間連結損益計算書 
 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 金額(千円) 百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円) 百分比
(％)

Ⅰ 売上高  5,098,010 100.0 5,507,299 100.0  11,131,836 100.0

Ⅱ 売上原価  4,372,228 85.8 4,803,987 87.2  9,380,720 84.3

  売上総利益  725,782 14.2 703,311 12.8  1,751,116 15.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費  403,948 7.9 410,897 7.5  825,193 7.4

  営業利益  321,833 6.3 292,414 5.3  925,922 8.3

Ⅳ 営業外収益     
 １ 受取利息 1,533  4,127 9,016  
 ２ 受取配当金 730  805 730  
 ３ 保険配当金 2,118  999 2,118  
 ４ その他 1,675 6,058 0.1 3,166 9,099 0.2 3,345 15,211 0.1

Ⅴ 営業外費用     
 １ 支払利息 42,855  44,414 83,205  
 ２ その他 632 43,487 0.8 978 45,393 0.8 2,019 85,224 0.8

  経常利益  284,404 5.6 256,120 4.7  855,910 7.7

Ⅵ 特別利益     

 １ 貸倒引当金戻入益 80  46 58  
 ２ 代行返上返還に 
   伴う利益 ―  ― 1,340  

 ３ その他 ― 80 0.0 1 48 0.0 126 1,525 0.0

Ⅶ 特別損失     

 １ 固定資産除却損 3,016  3,026 5,154  
 ２ 投資有価証券評価損 499  ― ―  
 ３ その他 ― 3,516 0.1 ― 3,026 0.1 602 5,756 0.1
  税金等調整前 
  中間(当期)純利益  280,968 5.5 253,142 4.6  851,678 7.7
  法人税、住民税 
  及び事業税 112,535  117,268 369,330  
  法人税等調整額 16,235 128,770 2.5 △485 116,783 2.1 △882 368,447 3.3

  中間(当期)純利益  152,197 3.0 136,359 2.5  483,230 4.3
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書 

前中間連結会計期間(自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日) 
 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 2,038,750 114,700 2,164,650 △273 4,317,826
中間連結会計期間中の変動額  
 剰余金の配当 △139,492  △139,492
 中間純利益 152,197  152,197
 株主資本以外の項目の中間連結 
     会計期間中の変動額(純額)  
中間連結会計期間中の変動額合計 
                        (千円) － － 12,705 － 12,705

平成18年９月30日残高(千円) 2,038,750 114,700 2,177,356 △273 4,330,532

 
評価・換算差額等 

 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) 19,836 19,836 － 4,337,663
中間連結会計期間中の変動額  
 剰余金の配当  △139,492

 中間純利益  152,197
 株主資本以外の項目の中間連結 
     会計期間中の変動額(純額) 4,843 4,843 － 4,843
中間連結会計期間中の変動額合計 
                        (千円) 4,843 4,843 － 17,549

平成18年９月30日残高(千円) 24,679 24,679 － 4,355,212
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当中間連結会計期間(自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日) 

 
株主資本 

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(千円) 2,038,750 114,700 2,508,388 △273 4,661,565
中間連結会計期間中の変動額  
 剰余金の配当 △125,542  △125,542
 中間純利益 136,359  136,359
 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)  
中間連結会計期間中の変動額合計 

(千円) － － 10,816 － 10,816

平成19年９月30日残高(千円) 2,038,750 114,700 2,519,205 △273 4,672,382

 
評価・換算差額等 

 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成19年３月31日残高(千円) 23,254 23,254 － 4,684,819
中間連結会計期間中の変動額  
 剰余金の配当  △125,542

 中間純利益  136,359
 株主資本以外の項目の中間連結  
 会計期間中の変動額(純額) △1,685 △1,685 － △1,685
中間連結会計期間中の変動額合計 

(千円) △1,685 △1,685 － 9,131

平成19年９月30日残高(千円) 21,568 21,568 － 4,693,950
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前連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 

 
株主資本 

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 2,038,750 114,700 2,164,650 △273 4,317,826
連結会計年度中の変動額  
 剰余金の配当 △139,492  △139,492
 当期純利益 483,230  483,230
 株主資本以外の項目の連結  
 会計年度中の変動額(純額)  －

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) － － 343,738 － 343,738

平成19年３月31日残高(千円) 2,038,750 114,700 2,508,388 △273 4,661,565
 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) 19,836 19,836 － 4,337,663
連結会計年度中の変動額  
 剰余金の配当  △139,492

 当期純利益  483,230
 株主資本以外の項目の連結  
 会計年度中の変動額(純額) 3,417 3,417 － 3,417
連結会計年度中の変動額合計 

(千円) 3,417 3,417 － 347,156

平成19年３月31日残高(千円) 23,254 23,254 － 4,684,819
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

 前中間連結会計期間 
(自 平成 18 年４月１ 日
至 平成 18 年９月 30 日)

当中間連結会計期間 
 (自 平成 19 年４月１ 日 
至 平成 19 年９月 30 日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・

フロー計算書 
(自 平成 18 年４月１ 日
至 平成 19 年３月 31 日)

区分 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  
 １ 税金等調整前中間(当期)純利益 280,968 253,142 851,678
 ２ 減価償却費 348,769 405,134 725,130
 ３ 投資有価証券評価損 499 ― ―

 ４ 退職給付引当金の増減額 31,441 1,599 52,879
 ５ 有形固定資産除却損 3,016 3,026 5,154
 ６ 受取利息及び受取配当金 △2,264 △4,933 △9,747
 ７ 支払利息 42,855 44,414 83,205
 ８ 売上債権の増減額 393,533 450,834 △109,125
 ９ たな卸資産の増加額 △119,674 △50,167 △189,584
 10 仕入債務の増減額 △232,632 △444,710 189,535
 11 未収消費税等の減少額 9,942 3,572 52,939
 12 未払消費税等の増減額 11,696 23,783 △129
 13 その他 5,349 129,716 28,382
    小計 773,501 815,413 1,680,318
 14 利息及び配当金の受取額 2,264 4,933 9,747
 15 利息の支払額 △44,095 △45,946 △81,757
 16 法人税等の支払額 △350,516 △149,271 △571,004

 営業活動によるキャッシュ・フロー 381,153 625,129 1,037,303

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

 １ 投資有価証券の取得による支出 ― ― △9,000
 ２ 有形固定資産の取得による支出 △152,519 △879,325 △457,272
 ３ 無形固定資産の取得による支出 △36,108 △13,525 △55,395
 ４ 敷金・保証金の差入による支出 △8,737 △8,002 △10,584
 ５ 敷金・保証金の払戻による収入 3,183 3,468 38,972
 ６ その他 △640 △1,395 △23,834
 投資活動によるキャッシュ・フロー △194,822 △898,779 △517,114

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

 １ 長期借入による収入 ― ― 1,500,000
 ２ 長期借入金の返済による支出 △396,169 △502,187 △792,546

 ３ 配当金の支払額 △139,334 △125,169 △139,433

 財務活動によるキャッシュ・フロー △535,503 △627,356 568,019
Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △349,172 △901,006 1,088,207
Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 1,701,794 2,790,002 1,701,794

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 1,352,622 1,888,995 2,790,002

  
 

―16― 



 ㈱エージーピー(9377)  平成 20 年３月期中間決算短信 

(5) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成 18 年４月１ 日 
至 平成 18 年９月 30 日)

当中間連結会計期間 
(自 平成 19 年４月１ 日 
至 平成 19 年９月 30 日)

前連結会計年度 
(自 平成 18 年４月１ 日 
至 平成 19 年３月 31 日)

１ 会計処理基準に関
する事項 

(1) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

① 有形固定資産 
イ 建物、関西空港 

・那覇空港・広島
空港の構築物及び
機械装置 

→定額法

(1) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 
イ 建物、関西空港  

・那覇空港・広島 
空港の構築物及び 
機械装置 

ａ 平成 19 年３月 31
日までに取得した
もの 

→旧定額法
ｂ 平成 19 年４月１

日以後に取得した
もの 

→定額法

(1) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 
イ 建物、関西空港 

・那覇空港・広島
空港の構築物及び
機械装置 

→定額法

 ロ その他の有形固定
資産 

→定率法
なお、主な耐用年

数は次のとおりであ
ります。 

建物及び構築物

８～38 年

機械装置及び 
    運搬具 

２～17 年 

ロ その他の有形固定
資産 

ａ 平成 19 年３月 31
日までに取得した
もの 

→旧定率法
ｂ 平成 19 年４月１

日以後に取得した
もの 

→定率法
なお、主な耐用年

数は次のとおりであ
ります。 

建物及び構築物

８～38 年

機械装置及び 
    運搬具 

２～17 年 

ロ その他の有形固定
資産 

→定率法
なお、主な耐用年

数は次のとおりであ
ります。 

建物及び構築物

８～38 年

機械装置及び 
    運搬具 

２～17 年 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成 18 年４月１ 日 
至 平成 18 年９月 30 日)

当中間連結会計期間 
(自 平成 19 年４月１ 日 
至 平成 19 年９月 30 日)

前連結会計年度 
(自 平成 18 年４月１ 日 
至 平成 19 年３月 31 日)

  （会計方針の変更） 
法人税法の改正（（所得

税法等の一部を改正する法
律 平成 19 年３月 30 日
法律 第６号）及び（法人
税法施行令の一部を改正す
る政令 平成 19 年３月 30
日 政令第 83 号））に伴
い、平成 19 年４月１日以
降に取得したものについて
は、改正後の法人税法に基
づく方法に変更しておりま
す。 
これに伴い、前中間連結

会計期間と同一の方法によ
った場合と比べ、売上総利
益、営業利益、経常利益、
税引前中間純利益、中間純
利益それぞれが 4,118 千円
減少しております。 
（追加情報） 
平成 19 年３月 31 日以前

に取得したものについて
は、償却可能限度額まで償
却が終了した翌年から５年
間で均等償却する方法によ
っております。 

当該変更に伴う損益に与
える影響は、12,968 千円で
あります。 

 
なお、セグメント情報に

与える影響については、当
該箇所に記載しておりま
す。 

 

 
なお、上記重要な減価償却資産の減価償却の方法以外は、最近の半期報告書（平成 18 年 12 月 13

日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略します。 
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(セグメント情報) 
１ 事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間(自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日) 
 

 動力事業 
    (千円) 

整備事業 
    (千円)

付帯事業 
    (千円) 計(千円) 消去又は 

全社(千円) 連結(千円)

売上高   

 (1) 外部顧客に 
対する売上高 2,518,699 2,125,574 453,736 5,098,010 ― 5,098,010

 (2) セグメント間の内部 
     売上高又は振替高 ― ― 7,889 7,889 (7,889) ―

計 2,518,699 2,125,574 461,625 5,105,899 (7,889) 5,098,010

営業費用 2,157,543 1,864,693 421,694 4,443,930 332,246 4,776,177

営業利益 361,156 260,880 39,931 661,969 (340,135) 321,833

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品・サービス 
 (1) 動力事業……航空機への電力・冷暖房気・圧搾空気等の供給 
 (2) 整備事業……特殊設備の整備及び保守管理業務並びに建物・諸設備の整備及び保守管理業務他 
 (3) 付帯事業……航空機関連諸設備及び諸製品の製作・販売他 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(340,135 千円)の主なものは、提出会社

本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。  
 

当中間連結会計期間(自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日) 
 

 動力事業 
    (千円) 

整備事業 
    (千円)

付帯事業 
    (千円) 計(千円) 消去又は 

全社(千円) 連結(千円)

売上高   

(1) 外部顧客に 
    対する売上高 2,792,189 2,195,552 519,557 5,507,299 ― 5,507,299
(2) セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 ― ― 7,818 7,818 (7,818) ―

計 2,792,189 2,195,552 527,376 5,515,117 (7,818) 5,507,299

営業費用 2,409,986 1,966,903 498,930 4,875,820 339,064 5,214,885

営業利益 382,202 228,649 28,445 639,297 (346,883) 292,414

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品・サービス 

(1) 動力事業……航空機への電力・冷暖房気・圧搾空気等の供給 
(2) 整備事業……特殊設備の整備及び保守管理業務並びに建物・諸設備の整備及び保守管理業務他 
(3) 付帯事業……航空機関連諸設備及び諸製品の製作・販売他 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(            )の主なものは、提出会社

本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。  
４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 １ 会計処理基準に関する事項 (１)重要な減

価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおり、当中間連結会計期間から法人税法の改正（（所得税法等

の一部を改正する法律 平成 19 年３月 30 日 法律 第６号）及び（法人税法施行令の一部を改正する政

令 平成 19 年３月 30 日 政令第 83 号））に伴い、平成 19 年４月１日以降に取得したものについては、

改正後に法人税法に基づく方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、

当中間連結会計期間における営業費用は「動力事業」が 15,563 千円、「整備事業」が 338 千円、「付帯

事業」が 1,125 千円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

346,883 千円 
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前連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 

 

 動力事業 
  (千円) 

整備事業 
  (千円)

付帯事業 
  (千円) 計(千円) 消去又は 

全社(千円) 連結(千円)

売上高   

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 5,138,688 4,963,926 1,029,221 11,131,836 ― 11,131,836
 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 ― ― 18,381 18,381 (18,381) ―

計 5,138,688 4,963,926 1,047,603 11,150,218 (18,381) 11,131,836

営業費用 4,291,277 4,279,094 956,409 9,526,782 679,132 10,205,914

営業利益 847,411 684,832 91,193 1,623,436 (697,514) 925,922

(注)  １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品・サービス 
 (1) 動力事業……航空機への電力・冷暖房気・圧搾空気等の供給 
 (2) 整備事業……特殊設備の整備及び保守管理業務並びに建物・諸設備の整備及び保守管理業務他 
 (3) 付帯事業……航空機関連諸設備及び諸製品の製作・販売他 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（697,514 千円）の主なものは、提出会

社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 
 

２ 所在地別セグメント情報 
前中間連結会計期間(自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日) 
本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 
当中間連結会計期間(自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日) 
本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 
前連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 
本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 
３ 海外売上高 

前中間連結会計期間(自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日) 
海外売上高は、連結売上高の 10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
当中間連結会計期間(自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 
 
前連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 

海外売上高は、連結売上高の 10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
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(１株当たり情報) 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成 18 年４月１ 日 
至 平成 18 年９月 30 日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成 19 年４月１ 日 
至 平成 19 年９月 30 日) 

前連結会計年度 
(自 平成 18 年４月１ 日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

１株当たり純資産額 312.22 円 １株当たり純資産額 336.50 円 １株当たり純資産額 335.85 円 
１株当たり中間純利益 10.91 円 １株当たり中間純利益 9.78 円 １株当たり当期純利益 34.64 円 
 
 
 
潜在株式調整後 
１株当たり 
中間純利益 

 
なお、潜在株式

調整後１株当たり
中間純利益につい
ては、潜在株式が
存在しないため記
載しておりませ
ん。 

 

     
 
 
潜在株式調整後 
1 株当たり 
中間純利益 

 
なお、潜在株式

調整後１株当たり
中間純利益につい
ては、潜在株式が
存在しないため記
載しておりませ
ん。 

 

      
 
 

潜在株式調整後 
1 株当たり 
当期純利益 

 
なお、潜在株式

調整後１株当たり
当期純利益につい
ては、潜在株式が
存在しないため記
載しておりませ
ん。 

 
 
(注)１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成 18 年４月１ 日 
至 平成 18 年９月 30 日)

当中間連結会計期間 
(自 平成 19 年４月１ 日 
至 平成 19 年９月 30 日)

前連結会計年度 
(自 平成 18 年４月１ 日 
至 平成 19 年３月 31 日)

中間(当期)純利益(千円) 152,197 136,359 483,230 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ― 
普通株式に係る中間(当期)純利益 
                        (千円) 152,197 136,359 483,230 

普通株式の期中平均株式数(千株) 13,949 13,949 13,949 

 
 

(重要な後発事象) 
該当事項はありません。 

 
(開示の省略) 

リース取引、有価証券に関する注記事項については、中間決算短信における開示の必要性が大きく

ないと考えられるため開示を省略いたします。 
  なお、ディリバティブ取引、ストックオプションおよび企業結合等については、該当事項はありま

せん。 
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５ 中間個別財務諸表 
(1) 中間貸借対照表 

 
 前中間会計期間末 

(平成 18 年９月 30 日) 
当中間会計期間末 

(平成 19 年９月 30 日) 
前事業年度の 

要約貸借対照表 
(平成 19 年３月 31 日) 

区分 金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

 １ 現金及び預金 514,642 550,296 524,567 

 ２ 受取手形 9,090 ―
 

― 
 

 ３ 営業未収入金 1,380,542 1,444,976 1,884,635 

 ４ たな卸資産 402,410 511,357 468,052 

 ５ 短期貸付金 543,700 1,055,474 1,961,005 

 ６ その他 287,930 297,078 293,391 

   流動資産合計  3,138,317 32.5 3,859,183 36.2  5,131,652 42.9

Ⅱ 固定資産   

 １ 有形固定資産   

  (1) 構築物 2,896,949 3,037,587 3,119,356 

  (2) 機械及び装置 1,663,551 1,816,808 1,797,195 

  (3) その他 663,144 610,987 603,615 

   有形固定資産合計  5,223,645 54.1 5,465,384 51.2  5,520,168 46.2

 ２ 無形固定資産  44,405 0.5 72,877 0.7  63,157 0.5

 ３ 投資その他の資産   

  (1) 繰延税金資産 345,675 333,828 349,384 

  (2) 敷金・保証金 440,446 411,038 406,505 

  (3) その他 468,985 536,703 499,297 

   貸倒引当金 △7,500 △7,500 △7,500 

   投資その他の資産 
   合計  1,247,607 12.9 1,274,070 11.9  1,247,687 10.4

   固定資産合計  6,515,658 67.5 6,812,332 63.8  6,831,013 57.1

   資産合計  9,653,975 100.0 10,671,516 100.0  11,962,666 100.0
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 前中間会計期間末 

(平成 18 年９月 30 日) 
当中間会計期間末 

(平成 19 年９月 30 日) 
前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成 19 年３月 31 日) 
区分 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

 １ 営業未払金 930,209  905,083 1,345,872  

 ２ １年以内返済 
   長期借入金 792,964  962,708 999,785  

 ３ その他 552,318  666,368 1,007,188  

   流動負債合計  2,275,492 23.6 2,534,160 23.7  3,352,846 28.0

Ⅱ 固定負債     

 １ 長期借入金 2,068,395  2,500,087 2,965,197  

 ２ 退職給付引当金 1,008,241  1,031,069 1,044,604  

 ３ その他 96,193  43,657 70,097  

   固定負債合計  3,172,831 32.8 3,574,813 33.5  4,079,900 34.1

   負債合計  5,448,323 56.4 6,108,974 57.2  7,432,747 62.1
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 前中間会計期間末 

(平成 18 年９月 30 日) 
当中間会計期間末 

(平成 19 年９月 30 日) 
前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成 19 年３月 31 日) 
区分 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)   

Ⅰ 株主資本   

 １ 資本金  2,038,750 21.1 2,038,750 19.1  2,038,750 17.0

 ２ 資本剰余金   

  (1) 資本準備金 114,700 114,700 114,700 

   資本剰余金合計  114,700 1.2 114,700 1.1  114,700 1.0

 ３ 利益剰余金   

  (1) 利益準備金 124,784 137,338 124,784 

  (2) その他利益剰余金   

    別途積立金 80,000 80,000 80,000 

    繰越利益剰余金 1,823,011 2,170,457 2,148,704 

   利益剰余金合計  2,027,795 21.0 2,387,796 22.4  2,353,488 19.7

 ４ 自己株式  △273 △0.0 △273 △0.0  △273 △0.0

   株主資本合計  4,180,972 43.3 4,540,972 42.6  4,506,664 37.7

Ⅱ 評価・換算差額等   
   その他有価証券 
   評価差額金  24,679 0.3 21,568 0.2  23,254 0.2
   評価・換算差額等 
   合計  24,679 0.3 21,568 0.2  23,254 0.2

   純資産合計  4,205,652 43.6 4,562,541 42.8  4,529,919 37.9

   負債純資産合計  9,653,975 100.0 10,671,516 100.0  11,962,666 100.0
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(2) 中間損益計算書 
 

 
前中間会計期間 

(自 平成 18 年４月１ 日 
至 平成 18 年９月 30 日) 

当中間会計期間 
(自 平成 19 年４月１ 日 
至 平成 19 年９月 30 日) 

 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成 18 年４月１ 日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

区分 金額(千円) 百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円) 百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  4,889,202 100.0 5,309,674 100.0  10,703,020 100.0

Ⅱ 売上原価  4,248,985 86.9 4,637,002 87.3  9,105,866 85.1

  売上総利益  640,216 13.1 672,671 12.7  1,597,154 14.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費  340,091 7.0 346,881 6.5  697,469 6.5

  営業利益  300,125 6.1 325,789 6.1  899,684 8.4

Ⅳ 営業外収益  6,227 0.1 8,975 0.2  14,545 0.1

Ⅴ 営業外費用  43,468 0.8 44,782 0.8  85,205 0.8

  経常利益  262,884 5.4 289,982 5.5  829,024 7.7

Ⅵ 特別利益  ― ― 1 0.0  1,466 0.0

Ⅶ 特別損失  3,516 0.1 3,006 0.1  5,756 0.0
  税引前中間(当期) 
  純利益  259,367 5.3 286,978 5.4  824,734 7.7

  法人税、住民税 
  及び事業税 89,003 114,018 337,520 

  法人税等調整額 25,439 114,442 2.3 13,108 127,127 2.4 16,596 354,116 3.3

  中間(当期)純利益  144,925 3.0 159,850 3.0  470,617 4.4
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(3) 中間株主資本等変動計算書 
前中間会計期間(自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日) 

 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金
 

資本金 資本 

準備金

資本剰余

金合計

利益 

 準備金
別途

積立金

繰越利益

剰余金 

利益剰余金 

合計 

自己 

株式 

株主資本

合計 

平成 18 年３月 31 日残高(千円) 2,038,750 114,700 114,700 110,835 80,000 1,831,527 2,022,362 △273 4,175,539

中間会計期間中の変動額    

 剰余金の配当  13,949 △153,441 △139,492  △139,492

 中間純利益  144,925 144,925  144,925
 株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)    

中間会計期間中の変動額合計 
                    (千円) － － － 13,949 － △8,516 5,433 － 5,433

平成 18 年９月 30 日残高(千円) 2,038,750 114,700 114,700 124,784 80,000 1,823,011 2,027,795 △273 4,180,972

 
 
 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 
純資産合計 

平成 18 年３月 31 日残高(千円) 19,836 19,836 4,195,375

中間会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 △139,492

 中間純利益 144,925
 株主資本以外の項目の中間 
  会計期間中の変動額(純額) 4,843 4,843 4,843
中間会計期間中の変動額合計 
                    (千円) 4,843 4,843 10,276

平成 18 年９月 30 日残高(千円) 24,679 24,679 4,205,652
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当中間会計期間(自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日) 

 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金
 

資本金 資本 

準備金

資本剰余

金合計

利益 

準備金
別途

積立金

繰越利益

剰余金 

利益剰余金 

合計 

自己 

株式 

株主資本

合計 

平成 19 年３月 31 日残高(千円) 2,038,750 114,700 114,700 124,784 80,000 2,148,704 2,353,488 △273 4,506,664

中間会計期間中の変動額    

 剰余金の配当  12,554 △138,097 △125,542  △125,542

 中間純利益  159,850 159,850  159,850
 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)    
中間会計期間中の変動額合計 

(千円) － － － 12,554 － 21,753 34,307 － 34,307

平成 19 年９月 30 日残高(千円) 2,038,750 114,700 114,700 137,338 80,000 2,170,457 2,387,796 △273 4,540,972

 
 
 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 
純資産合計 

平成 19 年３月 31 日残高(千円) 23,254 23,254 4,529,919

中間会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 △125,542

 中間純利益 159,850
 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △1,685 △1,685 △1,685
中間会計期間中の変動額合計 

(千円) △1,685 △1,685 32,622

平成 19 年９月 30 日残高(千円) 21,568 21,568 4,562,541
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前事業年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 
 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金
 

資本金 資本 

準備金

資本剰余

金合計

利益 

準備金
別途

積立金

繰越利益

剰余金 

利益剰余金 

合計 

自己 

株式 

株主資本

合計 

平成 18 年３月 31 日残高(千円) 2,038,750 114,700 114,700 110,835 80,000 1,831,527 2,022,362 △273 4,175,539

事業年度中の変動額    

 剰余金の配当  13,949 △153,441 △139,492  △139,492

 当期純利益  470,617 470,617  470,617
 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)    
事業年度中の変動額合計 

(千円) － － － 13,949 － 317,176 331,125 － 331,125

平成 19 年３月 31 日残高(千円) 2,038,750 114,700 114,700 124,784 80,000 2,148,704 2,353,488 △273 4,506,664

 
 
 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 
純資産合計 

平成 18 年３月 31 日残高(千円) 19,836 19,836 4,195,375

事業年度中の変動額 

 剰余金の配当 △139,492

 当期純利益 470,617
 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 3,417 3,417 3,417
事業年度中の変動額合計 

(千円) 3,417 3,417 334,543

平成 19 年３月 31 日残高(千円) 23,254 23,254 4,529,919
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(4) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

前中間会計期間 
(自 平成 18 年４月１ 日 
至 平成 18 年９月 30 日) 

当中間会計期間 
(自 平成 19 年４月１ 日 
至 平成 19 年９月 30 日) 

前事業年度 
(自 平成 18 年４月１ 日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

１ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 
① 建物、関西空港・那覇空

港・広島空港の構築物及び機

械装置      
 →定額法 

 
② その他の有形固定資産 

→定率法 
 

なお、主な耐用年数は次の
とおりであります。 
建物及び構築物 

８～38 年 
機械装置及び運搬具 

２～17 年 

１ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 
① 建物、関西空港・那覇空
港・広島空港の構築物及び機
械装置 
ａ 平成 19 年３月 31 日まで
に取得したもの 

→旧定額法
ｂ 平成 19 年４月１日以後
に取得したもの 

→定額法
② その他の有形固定資産 
ａ 平成 19 年３月 31 日まで
に取得したもの 

→旧定率法
ｂ 平成 19 年４月１日以後
に取得したもの 

→定率法
なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 
建物及び構築物 

８～38 年
機械装置及び運搬具 

２～17 年
 
（会計方針の変更） 

法人税法の改正（（所得税法等
の一部を改正する法律 平成 19 年
３月 30 日 法律 第６号）及び
（法人税法施行令の一部を改正す
る政令 平成 19 年３月 30 日 政
令第 83 号））に伴い、平成 19 年
４月１日以降に取得したものにつ
いては、改正後の法人税法に基づ
く方法に変更しております。 

これに伴い、前中間会計期間と
同一の方法によった場合と比べ、
売上総利益、営業利益、経常利
益、税引前中間純利益、中間純利
益それぞれが 4,118 千円減少してお
ります。 

 
（追加情報） 

平成 19 年３月 31 日以前に取得
したものについては、償却可能限
度額まで償却が終了した翌年から
５年間で均等償却する方法によっ
ております。 

当該変更に伴う損益に与える影
響は、12,967 千円であります。 

 
 

１ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 
① 建物、関西空港・那覇空

港・広島空港の構築物及び機

械装置      
 →定額法

 
② その他の有形固定資産 

→定率法
 

なお、主な耐用年数は次の
とおりであります。 
建物及び構築物 

８～38 年
機械装置及び運搬具 

２～17 年

 
なお、上記重要な減価償却資産の減価償却の方法以外は、最近の半期報告書（平成 18 年 12 月 13

日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略します。 
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(5) 中間個別財務諸表に関する注記事項 
 

(重要な後発事象) 
該当事項はありません。 

  
(開示の省略) 

リース取引、有価証券に関する注記事項については、中間決算短信における開示の必要性が大

きくないと考えられるため開示を省略いたします。 
       なお、ディリバティブ取引、ストックオプションおよび企業結合等については、該当事項はあ

りません。 
 

 


	(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　無 
	(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
	(3) 発行済株式数（普通株式）



